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歳出歳出
４１５億
２千万円

　

平
成
25
年
度
当
初
予
算
が
第
１
回
定
例
市
議
会
で
成
立
し
ま
し
た
。市
財
政
の
中
心
と
な
る
一
般
会
計

予
算
額
は
、４
１
５
億
２
千
万
円
、前
年
度
に
比
べ
２
億
５
千
万
円（
０
・
６
％
）の
増
と
な
り
ま
し
た
。ま

た
、特
別
会
計
、公
営
企
業
会
計
を
含
め
た
予
算
総
額
は
、７
８
１
億
２
千
２
０
１
万
２
千
円
、前
年
度
に

比
べ
１
・
９
％
の
増
と
な
り
ま
し
た（
表
１
）。平
成
25
年
度
当
初
予
算
で
は
、限
ら
れ
た
財
源
を
よ
り
効
率

的
、効
果
的
に
配
分
し
、経
費
の
縮
減
を
図
り
つ
つ
、必
要
な
事
業
へ
重
点
的
に
配
分
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、主
に
一
般
会
計
予
算
の
内
容
を
歳
入
歳
出
別
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
出
で
は
、高
齢
者

や
障
害
者
、児
童
な
ど
の
福
祉
に
使

わ
れ
る
民
生
費
１
６
７
億
２
千
６
２

２
万
４
千
円
が
最
も
多
く
、全
体
の

40
・
３
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

次
に
、庁
舎
や
財
産
の
管
理
な
ど
、

市
の
運
営
な
ど
に
使
わ
れ
る
総
務
費

55
億
２
千
９
６
１
万
９
千
円（
13
・
３

％
）、学
校
教
育
、社
会
教
育
、生
涯
学

習
活
動
の
充
実
、文
化
ス
ポ
ー
ツ
振

興
な
ど
に
使
わ
れ
る
教
育
費
45
億

３
千
３
３
２
万
６
千
円（
10
・
９
％
）、

以
下
、土
木
費（
９
・
８
％
）、衛
生
費

（
９
・
２
％
）、公
債
費（
８
・
０
％
）、消

防
費（
４
・
９
％
）な
ど
の
順
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　

表
３
は
、目
的
別
歳
出
を
市
民
の

皆
さ
ん
一
人
当
た
り
に
換
算
し
た
も

の
で
、一
人
当
た
り
約
26
万
７
千
円

が
使
わ
れ
る
見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、表
４
は
歳
出
を
性
質
別
に

表
し
た
も
の
で
、生
活
保
護
費
、児
童

手
当
費
な
ど
の
扶
助
費
が
全
体
の

23
・
５
％
を
占
め
、
続
い
て
人
件
費

（
20
・
６
％
）、委
託
料
、備
品
購
入
費

等
の
他
の
性
質
に
属
さ
な
い
経
費
の

物
件
費（
18
・
６
％
）な
ど
の
順
と
な

っ
て
い
ま
す
。

民 生 費 10万7,530円

総 務 費 3万5,549円

教 育 費 2万9,144円

土 木 費 2万6,017円

衛 生 費 2万4,430円

公 債 費 2万1,334円

消 防 費 1万3,048円

そ の 他 9,872円

総　　額 26万6,924円

市民一人当たりの歳出

一
般
会
計
４
１
５
億
２
千
万
円

 

総
額
７
８
１
億
２
千
２
０
１
万
２
千
円

市 民 税 6万3,175円

固定資産税 5万7,875円

市たばこ税 6,763円

都市計画税 6,276円

軽自動車税 1,139円

総　　額 13万5,228円

市民一人が負担する市税 表2

歳　

入

歳　

入

グラフ１グラフ１

グラフ２グラフ２

　

一
般
会
計
の
歳
入
の
う
ち
最
も
多

い
の
が
、個
人
市
民
税
や
法
人
市
民

税
、固
定
資
産
税
な
ど
の
市
税
２
１

０
億
３
千
４
７
０
万
５
千
円
で
、全

体
の
50
・
７
％
を
占
め
て
い
ま
す
。続

い
て
多
い
の
が
、市
が
行
う
特
定
の

事
業
に
対
し
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

補
助
金
な
ど
の
国
庫
支
出
金（
12
・
６

％
）、
市
の
預
貯
金
か
ら
の
繰
入
金

（
６
・
９
％
）、事
業
を
行
う
た
め
に
国

な
ど
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金
で
あ

る
市
債（
６
・
７
％
）、以
下
、県
支
出

金（
５
・
３
％
）、地
方
交
付
税（
４
・
５

％
）な
ど
の
順
に
な
っ
て
い
ま
す
。ま

た
、表
２
は
、市
税
の
歳
入
を
市
民
の

皆
さ
ん
一
人
当
た
り
に
換
算
し
た
も

の
で
、市
民
税
が
全
体
の
約
46
・
７
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

区　　　分  平成25年度（前年度比） 増減率（%）

一　般　会　計 415億2,000万円
（2億5,000万円増） 0.6

特 

別 

会 

計

国民健康保険 173億1,940万6千円
(4億646万8千円増) 2.4

狭山都市計画事業狭山市
駅東口土地区画整理事業

7億2,619万7千円
（3億660万6千円増） 73.1

介 護 保 険 82億16万4千円
（5億950万円増） 6.6

後期高齢者医療 15億5,050万5千円
（9,259万7千円増） 6.4

計 277億9,627万2千円
（13億1,517万1千円増） 5.0

公
営
企
業
会 
計

水 道 事 業 41億7,676万4千円
(2億555万1千円増) 5.2

下水道事業 46億2,897万6千円
(3億302万4千円減) △6.1

計 88億574万円
（9,747万3千円減） △1.1

合　　　　計 781億2,201万2千円
(14億6,769万8千円増) 1.9

平成25年度予算の一覧表

※水道・下水道事業の公営企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計額

歳　

出

歳　

出

表1

特集　平成25年度当初予算／効率的・効果的に配分効率的・効果的に配分

表3

問
合
せ
財
政
課
へ
内
線
７
１
１
３

歳出の性質別内訳

区　分 金　額 内　　容 割 合

扶助費 97億4,111万7千円

社会保障制度の一環として、
法令などに基づき被扶助者
に支出される経費。生活保護
費、児童手当費など

23.5％

人件費 85億3,542万円
職員給与、共済組合負担金、退
職手当負担金、議員報酬など

20.6％

物件費 77億3,592万円
他の性質に属さない消費的
な経費。委託料、備品購入費、
臨時職員賃金など 

18.6％

補助費等 42億7,617万2千円
団体などへの補助金や負担
金、謝礼金

10.3％

繰出金 42億5,997万3千円 特別会計へ支出する経費 10.3％

公債費 33億1,852万8千円
借入金の元金や利子の支払
に要する経費

8.0％

投資的経費 26億8,281万円
道路や施設の建設のための
経費など

6.5％

その他 9億7,006万円 貸付金、維持補修費など 2.2％

表4

その他（3.2％）13億3,320万4千円繰越金（1.5％） 6億円

地方消費税交付金（3.1％）13億円

諸収入（2.1％）8億7,409万3千円

使用料及び手数料（1.8％）
7億4,030万6千円

県支出金（5.3％）22億1,673万6千円

市債市債（6.7％）（6.7％）27億8,970万円27億8,970万円

市税市税（50.7％）（50.7％）
210億3,470万5千円210億3,470万5千円

繰入金繰入金（6.9％）（6.9％）28億6,323万4千円

歳入歳入
４１５億
２千万円

地方交付税（4.5％）18億5,000万円

国庫支出金国庫支出金（12.6％）（12.6％）52億4,445万円52億4,445万円

国有提供施設等所在市町村助成交付金等
（1.6％）6億7,357万2千円

民生費民生費（40.3％）（40.3％）
167億2,622万4千円167億2,622万4千円

土木費土木費（9.8％）（9.8％）
40億4,697万7千円40億4,697万7千円

その他（3.6％）15億3,554万8千円

教育費教育費（10.9％）（10.9％）
45億3,332万6千円45億3,332万6千円

公債費公債費（8.0％） （8.0％） 
33億1,852万8千円33億1,852万8千円

衛生費衛生費（9.2％）（9.2％）
38億12万9千円38億12万9千円

総務費総務費（13.3％）（13.3％）
55億2,961万9千円55億2,961万9千円

消防費消防費（4.9％）（4.9％）
20億2,964万9千円20億2,964万9千円


